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大学院教育振興施策要綱の現状について 
 
 平成１７年９月の「新時代の大学院教育」（中央教育審議会答申）を踏まえ、平成１８年３月

に「大学院教育振興施策要綱」（以下「施策要綱」という）が策定され、３年余りが経過した。

この間、大学院設置基準の改正や大学院教育の支援事業等を通じ、大学院教育の実質化が着実に

進展してきている一方、新たな諸課題も顕在化しつつある状況にある。 
 こうした状況下で、「中央教育審議会大学院部会における審議経過（案）」をとりまとめるに

あたり、施策要綱に基づくこれまでの成果と課題について、大学院部会での議論や文部科学省が

これまでに実施している調査結果等に基づき整理した。今後は、この整理を踏まえた上で、施策

要綱の更なる検証を行い、大学院教育改革の推進方策を明らかにしていく必要がある。 
 
 
１．大学院教育の実質化に係る検証について 
 
（１）課程制大学院制度の趣旨に沿った教育の課程と研究指導の確立 
 

【施策要綱の記載内容】 
 ア 各課程・専攻ごとの人材養成目的の明確化と教育の実質化 

 大学院においては、学部段階における教養教育とこれに十分裏打ちされた専門的素養の上

に立ち、専門性の一層の向上を図るための、深い知的学識を涵養する教育を行うことが基本

であり、各大学院が体系的なカリキュラムを提供し、組織的な教育展開を強化するため、各

課程（修士課程、博士課程、専門職学位課程）、専攻ごとにそれぞれの人材養成目的を明ら

かにすることを各大学に求め、それに即した教育研究体制の構築や教育研究活動の実施を促

進する。 
  

① 主な取り組みについて 
・平成１８年３月の大学院設置基準の改正により、各大学院は、人材養成目的を研究科又は 

専攻ごとに策定し公表することが義務付けられた。 
・「魅力ある大学院教育」イニシアティブ、大学院教育改革支援プログラム等により、大学院

教育の実質化等を目的とした、大学院教育の優れた組織的・体系的な取組への支援を実施し

た（平成１８年度は３５大学４６件、平成１９年度は６１大学１２６件、平成２０年度は４

７大学６６件を採択した）。また、これらのプログラムにおける各取組のホームページ作成、

概要集等の作成、大学教育改革プログラム合同フォーラムの開催等を実施した。 
 
② 現状について 
○人材養成目的の明示等 
 平成２１年度段階で、全学的な人材育成目的を学則等において設定しているものは約８

５％である一方、研究科ごとだと約７９％、専攻ごとだと約５４％であり、専攻ごとの人材

育成目的の設定は未だ十分ではない状況である（図表１）。 
この点について、大学院部会においては、産業界関係者から、大学外部から見て、大学院

の教育内容が見える形になっていないとの指摘や、大学と産業界との間で、修士課程・博士

課程修了者の修得しておくべき知識技術、資質能力、キャリアパス等に関する認識が共有さ

れていないなどの指摘があった。 
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○学位授与の方針に基づいた体系的な教育課程の編成等 
 学位授与の方針に基づいた体系的な教育課程の編成については、約９０％の大学において

実施している。教育方法については、例えば、企業等と連携しての実地研修やプロジェクト

参画等のインターンシップ（約５２％）、キャリア教育等を通じたキャリアパス形成（約４

２％）、海外の大学等と連携した教育研究（約６３％）、英語による論文作成、プレゼンテ

ーション能力やコミュニケーション能力等の実践的能力の育成（約６１％）、教育研究の成

果を生かした教材開発（約４２％）となっており、取組が十分に進んでいるとは言えない状

況である（図表１）。 
 大学院部会においては、修士課程の人文社会科学系と博士課程の入口段階の選抜が、スク

リーニング機能を果たしていない場合が多くあり、むしろ定員を充足するために、就職でき

ない等の消極的な理由で当該大学院に入る者等の入学を認めている状況があって、その結果、

学生の質が落ちているのではないかという指摘があった。 
 

○修士課程・博士課程の在り方 
博士課程前期の役割等については大学院設置基準上の特別な規定はいまだ存在しておらず、

修士課程については、博士課程前期の教育目的との区別が明確ではない上に、専門職大学院

ができたことによって、その教育目的が曖昧になってきている。 
一方、区分制博士課程の場合、博士前期課程修了時に修士論文等を実施している一方、一

貫制博士課程の場合は、博士２年から３年に上がる際に修士論文等は課されていないため、

一貫制博士課程で博士号を取れない場合には、学士号のみとなってしまうおそれがあること

から、大学によっては一貫制博士課程であって修士課程でないにも関わらず、修士の修了要

件を満たしていれば修士の学位を出すところも存在するなど、制度的な曖昧性が残る状態と

なっている。 
 

 
【施策要綱の記載内容】 

 イ 教員組織体制の見直し等 
各課程の人材養成目的に即して、多様な形で、教育研究体制の構築や研究活動を実施でき

るよう条件整備を図る。また、関係する教員が、養成しようとする人材像についての認識を

組織的に共有し、学生に修得させるべき知識・能力の具体化を図るとともに、社会の要請等

に的確に対応した人材養成を行っているかどうかを互いに確認することを促進する。 
 
① 主な取り組みについて 
・平成１８年３月の大学院設置基準の改正により、各大学院は、授業・研究指導の改善のため

の組織的な研修及び研究（＝ＦＤ）を実施すること、成績評価基準を明示すること、厳格な

成績評価・修了認定を実施すること等が義務付けられた。 
・平成１８年３月の大学設置基準の改正により、新たな職として創設された「助教」が「専任

教員」として位置づけられた。また、教員組織の編成について、各大学が教員の適切な役割

分担と相互の連携体制を確保した上で、人材養成目的に応じて自由に設計できることが明確

化された。 
 
② 現状について  
○大学教員の意識改革 

平成２０年度段階で、ＦＤを実施している大学は約８７％であり、未だＦＤを実施してい

ない大学も見られる。また、大学院の進学に関し、進学者選抜方針が明示され、同方針に基
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づき学生の意欲や能力を適切に評価していると回答している大学は約８３％である（図表１）。 
   大学院部会においては、大学の教員について、①そもそも年に数回しか学生と議論しない

等、大学教員の中には、まだまだ教育活動を軽視し、研究に偏っている人が多くいること、

②教員の教育活動が適切に評価されておらず、教育活動へのインセンティブが乏しいこと、

③自分の研究分野の後継者養成以外に学生の課程修了後の進路に関心が乏しい場合があるこ

と、④教員の教育活動評価について、具体的指標が整備されていないため、評価自体が十分

な効果を上げていないこと、⑤教育研究以外の評価活動やマネジメント業務による多忙感が

あること、などの指摘があった。 
   また、我が国の場合、大学教員の側に大学院における教育について、研究者養成志向が強

く「社会に出る人を育てる」という意識がほとんどないとともに、大学院が教育機関である

ことについての意識が相変わらず低い状況があるとの指摘があった。 
 

○成績評価基準等の明示 
  平成２０年度段階で、成績評価基準等を明示するとともに、適切な指導を通じて標準年限

内の学位授与が可能な体制を整備していると回答している大学は約９３％である（図表１）。 
 
 

【施策要綱の記載内容】 
 ウ 教育の課程の編成の柔軟化 

各課程の人材養成目的に応じた柔軟な教育の課程の編成と単位制度の実質化のための条件

整備を図る。 
 

① 主な取り組みについて 
・平成１８年３月の大学院設置基準の改正により、講義、演習、実験等二以上の方法を併用す

る授業科目の単位の考え方を明確化した。また、修士課程及び博士課程（前期）の修了要件

について、各課程の目的に応じて、修士論文等一定の学修効果の審査を課すことが明確化さ

れた。 
 
② 現状について  
   平成２０年度段階で、履修指導、講義・実習、実験等の組合せ、少人数教育・フィールド

授業などの教育方法の工夫を行っている大学は約９５％であり、多くの大学において教育課

程の編成の柔軟化に取り組んでいる。 
   大学院の進学に関し、進学者選抜方針が明示され、同方針に基づき、学生の意欲や能力を

適切に評価している大学は、約８３％である。また、学位授与までの教育プロセスを管理し

ている大学は、約９９％である。 
   他方、大学院部会においては、大学院生の質に関し、大学院への入学時点での学力や意欲

の適切な把握や、大学院教育における学位取得までのプロセスの中で、学生の学位取得に相

応しい適性・能力の審査が必要であるとの指摘があった。 
 
 

【施策要綱の記載内容】 
エ 円滑な博士の学位授与の促進 

厳格な成績評価と適切な研究指導により、標準修業年限内に学位を授与することのできる

体制の整備等を促進し、課程制大学院制度の趣旨の徹底を図る。  
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① 主な取り組みについて 
・平成１８年３月の大学院設置基準の改正により、各大学院は、成績評価基準を明示すること、

厳格な成績評価・修了認定を実施すること等が義務付けられた。 
 
② 現状について  

平成２０年度段階で、成績評価基準等を明示するとともに、適切な指導を通じて標準年限

内の学位授与が可能な体制を整備していると回答している大学は約９３％である（図表１）。

学位授与の円滑化に関する取組として、具体的には、公開での論文発表会の開催、学位の年

間複数回申請の仕組みの整備、中間発表の実施、留学生に英語等による論文作成を認めるこ

と、複数の指導教員による論文指導体制の構築、学外審査委員の登用が半数以上の研究科に

おいて実施されている（図表２）。 
しかし、平成１８年度において、標準修業年限内に学位授与を行っているのは全体で約４

４％程度であり、人文科学では約１０％、社会科学では約１８％と低調である（図表３）。 
この点に関し、米国では、大学院において学位を取得するために、入学２年目終了時の適

性試験に合格した上で、プロポーサル試験（自身の論文以外の研究内容について概要を説明

し、質疑に対して適切に対応できるかどうかを確かめる試験。研究の背景にある基礎的な内

容の理解度も試される。）やキューム（抜打ち試験）等をクリアする必要がある仕組みであ

り、このことにより、学位の授与を行うまでの段階的な指導が確保されている（図表４、５）。 
 
 
（２）学生に対する修学上の支援 
 

【施策要綱の記載内容】 
 博士課程（後期）在学者等を対象として、TA（ティーチングアシスタント）・RA（リサ

ーチアシスタント）をはじめとした経済的支援の強化を図る。また、多様な学修歴を持つ学

生が互いに切磋琢磨しながら自らの能力を磨いていく環境を醸成するため、学生の流動性の

拡大を図る。 
 
 ① 主な取り組みについて 
 ・特別研究員事業や競争的経費（グローバルＣＯＥプログラム等）の拡充を通じて、博士課程

（後期）在学者等への経済的支援を実施した。 
 ・（独）日本学生支援機構による奨学金の予約採用者の決定時期について、早期化及び複数回

化を図るとともに、予約採用者の対象に大学院入学内定前の者も含めることとした。 
 
 ② 現状について 
 ○学生に対する経済的支援 
   博士課程進学の決断を阻害する要因として、「在学中の生活保障がないこと」などが優位

な要因としてあげられており、学生に対する経済的支援が課題となっている（図表６）。 
   大学院在学中の経済的支援としては、奨学金、授業料減免及びＴＡやＲＡ等があるが、修

士課程の学生については、その約４３％が奨学金を受けており、約３５％がＴＡとしての給

付を受けており、約１１％が授業料減免を受けている（図表７）。博士課程の学生について

は、その約３０％が奨学金を受けており、約２２％がＴＡとしての給付を受けており、約４

２％がＲＡとしての給付を受けており、約６％がフェローシップとしての給付を受けており、

約２１％が授業料減免を受けている（図表８）。 
その結果、のべ約４８％の博士課程の学生が何らかの経済的支援を受けており、特に、理
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工農学の学生は、それぞれ、８９％、７４％、７６％となり、経済的支援を受ける者の割合

が高い反面、人文科学・社会科学の学生は、約４３％であり、学問分野によって違いが生じ

ている（図表９）。 
   その一方、米国では、学生として研究室で受け入れた以上、ＴＡやＲＡで必ず雇用してお

り、フェローシップやトレーニーシップ等と合わせると、約６５％の学生が何らかの経済的

支援を受け、約４０％が生活費相当額の支給を受けている（図表１０）。 
 
 ○学生の流動化について 
   修士課程においては、他の大学等からの入学者の割合は約３３％、他の分野からの入学者

の割合は約１５％であり、博士課程においては、他の大学等からの入学者の割合は約３４％、

他の分野からの入学者の割合は９％である。全体的には、他の大学等・分野からの入学者の

割合は、増加傾向にある（図表１１）。 
   ３８％の大学においては、多様な学修歴を有する学生に対して、当該課程の履修に必要な

学修を補完する教育の提供を行っており、１９％の大学が補完的な教育プログラムの策定に

ついて検討している（図表１２）。 
 
 
（３）若手教員等の教育研究環境の改善 
 

【施策要綱の記載内容】 
 博士課程学生、ポスドク、助教等の若手教員等が安全で効果的に教育研究に専念できる教

育研究環境の整備を進めるため、計画的な施設整備の充実を支援する。その際、若手教員等

のスペースの確保等に向けた施設マネジメントの取組みを促す。 
 また、博士課程学生、ポスドク、助教等の各段階に応じて体系的に支援を実施するともに、

流動性の拡大を図る。 
 
 ① 主な取り組みについて 
 ・「第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画」に基づき、国立大学法人等の施設整備を重点

的・計画的に支援するとともに、施設マネジメントの取組みを促進した。 
 ・科学技術研究費補助金による若手研究者向け研究費を充実した。また、科学技術振興調整費

により、若手研究者に自立性と活躍の機会を与える仕組みを導入する大学等を支援した。 
 
 ② 現状について 
  大学教員の教育機能を充実させるための専門的能力を有する大学職員の採用等の体制整備を

行っていると回答している大学が約４４％あるが（図表１）、これを米国と比較すると、技術

を補佐するテクニカルスタッフの層や、外部資金獲得のための研究マネジメントを行う事務職

員等の研究支援体制が違う状態である。 
  具体的には、英独仏等の研究者１人あたりの研究支援者数については０．７人程度であるの

に対し、我が国の研究者１人あたりの研究支援者は、０．２７人に過ぎない（図表１３）。こ

ういう現状に関し、我が国の代表的な研究者等に意識調査をした結果、１０点満点の内、研究

支援者の状況は「１．９」と非常に不十分と考えている状況が示されている（図表１４）。 
  一方、大学職員の能力開発（ＳＤ：スタッフディベロップメント）を実施している大学は約

７５％になるが（図表１５）、その大部分が、大学団体等が実施する研修会に職員を参加させ

る等の取組である。 
  研究資金面における支援に関して、新たに採用したポスドク・研究員クラスへの研究資金の
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支援を行う大学は、「必ず実施」「概ね実施」をあわせても２０％に満たない。また、研究ス

ペースにおける支援に関しては、新たに採用したポスドク・研究員クラスへの支援を行う大学

は、「なし」が約６５％であり、助教・講師クラスに対しても約３０％が「なし」であり、若

手教員の教育研究環境は十分とは言えない状況である。 
 
 
（４）産業界等と連携した人材養成機能の強化 
 

【施策要綱の記載内容】 
 人材養成における産業界と大学院の協力関係を推進し、産業界等社会のニーズと大学院教

育のマッチングを促進する。 
 また、多様な学修歴を持つ社会人の大学院教育に対する期待にこたえるため、大学院教育

へのアクセスの拡大を一層推進する。 
 
 ① 主な取り組みについて 
 ・先導的ＩＴスペシャリスト育成推進プログラム、産学連携による実践型人材育成事業、科学

技術振興調整費等により、関連する教育プログラム等への財政支援を行った。 
 ・平成１９年６月の学校教育法の一部改正により、特別の課程を修了した者に対して、履修証

明書が交付できるようになった。 
 
 ② 現状について 
  大学院生の就職状況やその問題点等については、資料５で学問分野別、学位レベル別の現状

をまとめており、就職率に関しては、理工農学系や医療系はある程度高い値を維持しているが、

人文科学系及び社会科学の博士課程修了者の就職率は低調である。 

  また、社会人の大学院への受入状況に関し、修士課程については、近年横ばい傾向にあるが、

平成３年に比べれば、約３．８倍に増加（2,233 人から 8,470 人）しており、博士課程につい

ては、引き続き増加傾向にあり、平成３年に比べれば、約１１．８倍に増加（460 人から 5,417
人）しており、博士課程を中心として社会人の大学院受入が進んでいる（図表１６、１７）。 

  各大学院においては、７０％がリカレント教育（職業人を中心とした社会人に対して、学校

教育の修了後、いったん社会に出てから行われる教育）の実施あるいは実施に向けた検討を行

っている。（資料１８） 
  大学院部会においては、社会人を受け入れた場合には、博士課程を修了しても元の職場に復

帰したり、新たに常勤職に就くことが困難であるという課題もあることや、特に、社会人コー

スは、資金的な支援が少ないので、企業側は優秀な人を出せない状況にあるとの指摘があった。 
 
 
（５）各分野のバランスのとれた発展 
 

【施策要綱の記載内容】 
 人文・社会科学、自然科学の各分野における人材養成機能や研究機能のバランスのとれた

充実・発展を図るため、社会の要請も踏まえつつ、特に、現状では、国際的に見て大学院在

学者の割合が低い人文・社会科学系の大学院の強化を図る。 
 また、大学院における専門応用能力を培う機能を高めるため、人材養成目的に応じ、地球

環境、人口、経済等の現代的諸問題の分析・解決に資する、人文・社会科学及び自然科学分

野の適切な連携による教育の充実を図る。 
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 ① 主な取り組みについて 
 ・「大学院教育改革支援プログラム」等の事業において、人文・社会科学系の取組を重点的に

支援した。 
 ・「政策や社会の要請に対応した人文・社会科学研究推進事業」等、人文・社会科学系の優れ

た研究を支援する事業を開始した。 
 
 ② 現状について 
  人文・社会科学における、学位レベル別の現状については、資料５を参照。 
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２．国際的な通用性・信頼性の向上に係る検証について 
 
（１）実効性ある大学院評価の取組の推進 
 

【施策要綱の記載内容】 
 専門分野別自己点検・評価の促進を図るとともに、専門分野別第三者評価の形成・導入支

援を行う。 
 なお、専門職大学院の認証評価については、法科大学院以外の各分野についても適切な評

価がなされるよう取り組む。 
 
 ① 主な取り組みについて 
 ・各大学院の専門分野自己点検・評価の実施について、大学院活動状況調査の実施により促し

た。 
・平成１８年３月の大学設置基準の改正により、「専任教員」の考え方を明確化した。 
・大学院及び専門職大学院の審査の観点について、大学設置分科会においてとりまとめるとと

もに、「大学の設置等の認可の申請及び届出に係る手続等に関する規則（平成１８年文部科

学省令第１２号）」を制定し、大学院大学の申請期限を変更した。 
  
② 現状について 
  専門分野ごとの自己点検・評価について、全ての研究科又は専攻で実施している大学院は約

５２％、一部の研究科又は専攻で実施している大学院は約１２％であり、これらの取組の実施

状況は着実に進展している（図表１９）。 
 
 
（２）国際貢献・交流活動の活性化 
 

【施策要綱の記載内容】 
 各大学院における教育研究を通じた国際貢献・交流を推進するための国際化戦略を支援し、

先進的な取組等について公表する。 
 国際的な大学の質の保証に関する協議に積極的に参加・貢献する。 

 
 ① 主な取り組みについて 
 ・「大学教育の国際化加速プログラム」等により、各大学院の国際化戦略を支援した。 
 ・外国人留学生奨学金制度の充実や、留学生宿舎の確保等により、留学生支援体制の充実を図

った。 
 ・ユネスコの「高等教育機関に関する情報ポータル」構築に参加した。 
 
 ② 現状について 

平成１９年度時点において、修士・博士・専門職学位課程の外国人学生の割合は約１８％で

あり、増加傾向にある一方、外国人教員（本務者）の割合は約３．４％であり、その割合は若

干減少傾向にある（図表２０）。 
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３．国際競争力のある卓越した教育研究拠点の形成に係る検証について 
 

【施策要綱の記載内容】 
 創造性、柔軟性豊かな質の高い研究者等の養成が期待される大学院（専攻）を重点的に支

援する。 
 
 ① 主な取り組みについて 

・グローバルＣＯＥプログラムとして、国際的に卓越した教育研究拠点１４０拠点の形成を支

援した（平成１９年度６３拠点、平成２０年度６８拠点、平成２１年度９拠点）。 
 ・国立大学法人及び私立大学の施設・設備に対する支援を行った。 
 
 ② 現状について 
  現在の拠点形成事業の効果として、拠点での教育研究を通じて、国内外の一流の研究者等と

の交流や他大学の学生との切磋琢磨の機会があること、海外留学や学会での発表が多く、プレ

ゼンテーション能力やコミュニケーション能力が高まるとともに、自立した研究者としての意

識の高揚が見られたこと、ＴＡやＲＡとして経済的支援を受けるとともに、ＴＡやＲＡとして

働くことを通じて教育のスキルや自立した研究者として研究するためのスキルが育成される

こと、教育研究環境の国際化が進み、英語による発表やディスカッション等が促進されたこと、

学生や教員の流動性が高まり外国人教員や留学生が増えたことなどがある。 
  その一方、課題としては、各拠点の規模が大きくなったため、逆に拠点としての性格が曖昧

であること、時限的な措置であるため組織的・継続的な取組を担保できないこと、各拠点の独

立性が高く拠点間の連携がないこと、拠点によっては必ずしも他の教員・研究者や学生に開か

れたものになっていないことなどがある。 
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